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ⅩⅢ 対象労働者等に対する国等による援助等      (第３０条～第５２条) 
 

○ 国は、子の養育又は家族の介護を行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立について、事業

主、労働者その他国民一般の理解を深めるために必要な広報活動その他の措置を講ずることとし

ています。 

○ 国は、子の養育又は家族の介護を行う労働者等（以下「対象労働者等」といいます。）の雇用の

継続その他その福祉の増進を図るため、事業主、事業主団体その他の関係者に対して給付金の支

給その他の必要な援助を行うことができます。 

○ 国及び地方公共団体は、対象労働者等に対して、その職業生活と家庭生活との両立の促進等に

資するため、必要な指導、相談、講習その他の措置を講ずることとしています。 

○ 国は、妊娠、出産、育児又は介護を理由として退職した者の円滑な再就職のための援助を行う

こととしています。 

○ 地方公共団体は、必要に応じ、勤労者家庭支援施設（対象労働者等に対して、職業生活と家庭生

活との両立に関し、各種の相談や必要な指導、講習、実習等を行い、休養・レクリエーションのた

めの便宜を供与する等対象労働者等の福祉の増進を図るための事業を総合的に行うことを目的と

する施設）を設置するように努めることとされています。 
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